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１．長寿命化計画の背景・目的 

 

１）長寿命化計画の背景 

ストック重視の社会的背景のもと、公営住宅の分野については、厳しい財政状況

下において、更新期を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅等の効率的かつ円滑

な更新を行い、公営住宅等の需要に対応することが地方公共団体の課題となってい

る。公営住宅の効率的かつ円滑な更新を実現するうえで、公営住宅の長寿命化を図

り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくことが重要である。 

本市の市営住宅 534戸においても、既に耐用年限を超過している住棟が 86戸、計

画期間内に耐用年限の 1/2 を経過する住棟が 462 戸と、多くの住棟が更新期を迎え

ている。これまでも、必要に応じて建替えや改善事業を実施してきているが、今後

とも長期的な視点に立ち、市営住宅ストックの効率的かつ効果的な管理を行い、多

様なニーズに対応したストック整備を行っていく必要がある。 

そのためには、十分な安全性や居住性を備えており長期活用を図るべき住棟につ

いて、予防保全の観点を重視した、中長期的な維持管理計画である公営住宅の長寿

命化計画の策定及び長寿命化計画に則した維持管理の実施が求められている。 

 

２）長寿命化計画の目的 

 ① 既存ストックを有効活用した市営住宅の管理  

今後の本市における市営住宅需要の動向に対しては、既存耐火構造住戸及び近年

建設された新井住宅の住戸数で対応が図れるという推計結果が出ている。そのため、

市営住宅の維持管理については、設備の老朽化等に対応し、適切な改善を通じた居

住水準の向上に努め、ライフスタイルの変化や多様な居住ニーズに対応していく。 

なお、老朽化し耐用年限が経過している住戸については、用途廃止を目的とした

政策空家とし最低限の修繕を実施しつつ、現入居者の住環境の維持に対応するもの

とする。 

 ② 計画的な改善事業の推進による居住水準の向上  

本市では 534 戸の市営住宅を管理しているが、改善事業は一定時期に集中する可

能性があるため、財政面への負担を考慮しながら、隔年の事業量を平準化し、計画

的に事業を実施していく。 

 ③ 適切な維持管理実施による住宅ストックの長寿命化とライフサイクルコストの低減  

一定の質を確保し、長期にわたり安定的に市民に対し市営住宅を供給するために
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は、適切な修繕を実施することにより、質的向上及び安全性の確保を行い、長期に

利用できる住宅ストックを形成する必要がある。 

そのためには、日常的な点検をはじめ、建物の状況を勘案しながら計画的な修繕

を行う必要がある。また、緊急的な修繕費用の削減を行い、ライフサイクルコスト

の低減につなげていく。 

 

３）計画の位置づけ 

『深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）』（以下、「本計画」という）は、国土交

通省より示された「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）［平成 28年 8月］」を

踏まえ、平成 23年 3月に策定された『深谷市営住宅長寿命化計画』を見直すもので

ある。 

なお、本計画は、本市の将来のあるべき姿とまちづくりの方向性が示された『第

２次深谷市総合計画［平成 30 年 3 月］』及び、本市が管理する公共施設全体の方向

性が示された『深谷市公共施設等総合管理計画・深谷市公共施設適正配置計画［平

成 28 年 3 月］』のもと、都市計画、福祉計画等との連携を図り、市営住宅の今後の

活用方針を定め、活用事業を具体的かつ効果的に推進していくための計画とする。 

■計画の位置づけ 

 

 

深谷市営住宅長寿命化計画（第２次） 

［令和 3年～令和 12年］ 

第２次深谷市総合計画 

［平成 30年 3月］ 

深谷市公共施設等総合管理計画 

深谷市公共施設適正配置計画 

［平成 28年 3月］ 

深谷市営住宅長寿命化計画 

［平成 23年度～平成 32年度］ 
都市計画、福祉計画等 

関連する計画 

改  定 

連携 

上位計画 
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２．計画期間 

 

本計画は、計画期間を令和 3～12年の 10年間とし、社会情勢の変化、事業の進捗状

況等に応じて、おおむね 5年以内に計画を見直すものとする。 
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３．公営住宅等の状況 

 

１）深谷市の概況 

（１）人口・世帯の動向 

①人口・世帯数の推移 

本市の人口は、平成 27 年時点で 143,811 人、世帯数は 53,384 世帯で、人口は平

成 12年以降減少傾向が続いている。 

逆に世帯数は増加しているため、世帯人員は年々減少しており、平成 27年時点で

2.69人/世帯となっている。 

 

②年齢別人口 

本誌の年齢 3 区分別人口の推移をみると、老年人口(65 歳以上)が増加している一

方で、生産年齢人口(15～64歳)及び年少人口(15歳未満)は減少している。老年人口

は、平成 7年では約 1.9万人であったが、平成 27年では約 3.7万人と大幅に増加し

ている。 

 

143,116 146,562 146,461 144,618 143,811 

42,960 46,525 49,249 50,859 53,384 
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・
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）

人口・世帯の動向（資料：国勢調査）

人口 世帯 世帯人員

17.04% 15.42% 14.50% 13.78% 12.92%

69.49% 69.04% 67.45% 64.73% 60.87%

13.46% 15.53% 18.03% 21.38% 26.02%
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年齢３区分別割合の推移（資料：国勢調査）

0～14歳：年少人口 15～64歳：生産年齢人口 65歳以上：老年人口 年齢不詳
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割合でみると、年少人口は平成 7 年の 17.0%から、平成 27 年では 12.9%と大きく

減少している。生産年齢人口は、69.5%から 60.9%へ減少、老年人口は、平成 17 年

では 26.0%となり、平成 7年の 13.5%から大きく増加している。 

③世帯の型別世帯数 

世帯の型別世帯数をみると、単独世帯、夫婦のみ世帯及びひとり親と子供世帯の

割合が年々増加している一方で、夫婦と子供世帯、３世代世帯の割合は減少してい

る。 

単独世帯の割合は、埼玉県平均及び全国平均に比べて低くなっている。 

 

④所有関係 

 

住宅に住む世帯は、平成 17 年は 48,518 世帯であったが平成 27 年には 52,540 世

帯と増加している。 

世帯の所有関係をみると、平成 17年では持ち家が 36,376世帯（75.0％）、平成 27

年では 40,044 世帯（76.2％）と持ち家の比率は約 75％前後で近年変化はない。ま

た、公営借家の割合は、平成 17年では約 1,041世帯（2.1％）、平成 27年では約 868

19.40%
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（割合）

世帯の型別世帯割合の推移（資料：国勢調査）

単独 夫婦のみ 夫婦＋子 ひとり親＋子 ３世代 その他

48,518 

50,134 

52,540 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

平成17年

平成22年

平成27年

世帯数（世帯）

住宅に住む世帯数の推移（資料：国勢調査）

世帯数
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世帯（1.7％）と全体の 2％前後となっている。 

 

 

（２）住宅ストック等の状況 

①住宅数 

本市の住宅数は平成 20 年時点で 53,760 戸、平成 30 年時点では 62,720 戸と増加

している。このうち居住世帯のある住宅は平成 20 年時点で 48,800 戸（空家率

9.2％）、平成 30 年時点では 53,950 戸（14.0％）となっており、空家数が増加して

いる。 

 

②住宅使用料 

住宅使用料をみると、4 万円～6 万円未満が最も多く、次いで 2 万円～4 万円未満、

6万円～8万円未満となっている。平成 20年に比べて 2万円未満の割合が減少し、2

万円～4万円未満、4万円～6万円未満の割合が増加している。 

埼玉県全体に比べると本市は 6万円未満の家賃の占める割合が多い。 
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③居住面積水準 

世帯の居住面積水準からみると、本市における最低居住面積水準未満世帯の割合

は、平成 30年時点で 4.8%である。 

所有関係別では、持ち家の最低居住面積水準未満世帯の割合が 0.9%に対し、借家

は 18.0%と高い。借家の中でも、公営借家は 9.8%となっている。 
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住宅使用料別借家数割合の推移（資料：住宅・土地統計調査）
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所有関係別居住面積水準の状況（資料：住宅・土地統計調査（平成30年））

最低居住面積水準以下の世帯 最低居住面積水準以上誘導居住水準面積以下の世帯 誘導水準面積以上の世帯
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世帯の型別では、最低居住面積水準未満世帯の割合が高いのは 65歳未満の単身が

14.7%と最も高く、次いで夫婦と 6 歳未満の者が 7.6%、夫婦と 6 歳以上 18 歳未満の

者が 6.4%となっている。 
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夫婦と6歳以上18歳未満の者

夫婦と18歳未満及び65歳以上の者

その他

（割合：％）

世帯の型別居住面積水準の状況（資料：住宅・土地統計調査（平成30年））

最低居住面積水準以下の世帯 最低居住面積水準以上誘導居住水準面積以下の世帯 誘導水準面積以上の世帯
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２）公営住宅の概況 

（１）市営住宅の管理状況 

①住宅別市営住宅の概況 

本市の市営住宅管理戸数は、令和 2年 6月末現在 10住宅 534戸である。 

構造別にみると、木造が 84戸、準耐火構造(平屋建)が 78戸、中層耐火構造が 372

戸で、中層耐火構造が供給の中心となっている。 

 

■住宅別・構造別・建設年度別戸数 

住宅名 建設年度 
構造別戸数 

計（戸） 
木造 準平 中耐 

原郷 昭和 26年 8   8 

薬師堂 昭和 37年  10  10 

桃園 

昭和 38年  8  

34 昭和 39年  12  

昭和 41年  14  

見晴町 昭和 42年  12  12 

錦町 昭和 43年  22  22 

上柴 

昭和 46年   32 

96 昭和 47年   32 

昭和 48年   32 

緑ケ丘 
昭和 59年   48 

96 
昭和 60年   48 

宿根 

昭和 63年   36 

108 平成 5年   36 

平成 6年   36 

戸森 平成 10年   72 72 

新井 
平成 15年 44   

76 
平成 17年 32   

計  84 78 372 534 

戸数構成比  15.7％ 14.6％ 69.7％ 100.0％ 
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②耐用年限 

木造の一部と準耐火構造(平屋建)は既に耐用年限を超過している。 

耐火構造では、計画期間内に耐用年限を超過するものは無く、耐用年限の 1/2 を

超過するものが 300戸である。 

 



P.11 

③住戸規模 

市営住宅の住戸専用面積は、最小 28.0 ㎡～最大 65.4 ㎡となっている。建設年度

が古いものは住戸専用面積が小さく、近年建設されたものほど面積も大きくなる傾

向にある。 

 

■構造別・建設年度別・専用面積別戸数 

構造 建設年度 30 ㎡未満 
30 ㎡～ 

40 ㎡未満 

40 ㎡～ 

50 ㎡未満 

50 ㎡～ 

60 ㎡未満 

60 ㎡～ 

70 ㎡未満 
合計戸数 

木造 ～昭和 29年 8     8 

 平成 15年～   8 28 40 76 

準耐火 ～昭和 40年  30    49 

 昭和 41～45年  48    60 

耐火 昭和 46～55年   96   96 

 昭和 56～平成 2年    34 98 132 

 平成 3～7年    18 54 72 

 平成 8年～    24 48 72 

計 8 78 104 104 240 534 

構成比 1.5％ 14.6％ 19.5％ 19.5％ 44.9％ 100.0％ 

 

  



P.12 

（２）市営住宅入居者の状況 

①世帯人数・入居者の年齢 

令和 2年 6月末現在、市営住宅の入居世帯は 407世帯である。 

世帯人員は、2人世帯が 179世帯と最も多く、次いで 1人世帯が 124世帯、3人世

帯が 62世帯となっている。 

入居者の年齢をみると、19～44 歳が最も多く、次いで 45～59 歳となっている。

65～74歳が 146人、75歳以上は 103人入居している。 
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②世帯の特性 

建設年度が古い住宅では、単身世帯の比率が高く、比較的新しい中層耐火構造の

住宅では一般世帯の比率が高いが、母子・父子世帯の比率も高い。全体的に、単身

世帯の比率が高くなっている反面、多子世帯は少ない。 

 

③入居者の収入状況 

 

市営住宅における本来入居者層における収入分位 25％以下の世帯は、市営住宅全体

の約 8 割を占めている一方で、裁量階層以上の入居者は、全体の 14.7%を占めてい

る。 
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④空家状況 

令和 2年 6月末現在、127戸(全体管理戸数の 23.8%)で空家が発生している。 

構造別にみると、中層耐火構造の空家率は 18.8%であるのに対し、準耐火構造の

空家率は 53.8％と高くなっているが、これは用途廃止を目的とした政策空家として

運用しているためである。 

 

■構造別入居状況（資料：深谷市） 

種別 管理戸数 入居戸数 空戸数 

市営住宅（計） 534 407 127 

  － 76.2％ 23.8％ 

 木造（計） 84 69 15 

  － 82.1％ 17.9％ 

 準耐火（計） 78 36 42 

  － 46.2％ 53.8％ 

 耐火（計） 372 302 70 

  － 81.2％ 18.8％ 

 

 

（政策空家として運用している住宅） 

・原郷 ・薬師堂 ・桃園 ・見晴町 ・錦町 

 

 

 

6 

6 

15 

5 

10 

86 

75 

81 

60 

63 

10 

21 

27 

12 

13 

2 

4 

19 

7 

12 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

原郷

薬師堂

桃園

見晴町

錦町

上柴

緑ケ丘

宿根

戸森

新井

（割合）

住宅別入居状況（資料：深谷市）

入居戸数 空戸数 空戸数(政策空家)



P.15 

（３）空家募集の状況 

直近 3年間の募集状況は下記のとおりである。平成 30年度は 62戸と多かったが、

それ以外の年は 50 戸前後の募集が行われている。令和元年度は 51 戸で管理戸数全

体の 9.6%となっている。 

住宅別にみると、新井住宅の募集率が比較的高く、上柴住宅の募集率は低くなっ

ている。 

なお、原郷、薬師堂、桃園、見晴町、錦町は用途廃止予定のため募集を行ってい

ない。 
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（４）他の公営住宅の状況 

本市には市営住宅の他に 6住宅 390戸の県営住宅がある。 

 

■市内県営住宅一覧 

住宅名 構造 棟数 戸数 階数 建設年度 間取り 
住戸専有 

面積(㎡) 
住所 

深谷緑ケ丘 
中層 

耐火 
4 48 3 S56,61 3DK 

61.07 

62.49 

深谷市 

緑ケ丘 19 

深谷萱場 
中層 

耐火 
8 102 3 H10,11 1DK~3DK 

39.59 

~66.15 

深谷市 

見晴町 26-1 

深谷上柴 
中層 

耐火 
3 80 4 S55 3DK 60.93 

深谷市 

上柴町西 1-15-3 

深谷戸森 
中層 

耐火 
1 55 5 H9 3DK 66.88 

深谷市 

戸森 116-1 

岡部普済寺 
中層 

耐火 
2 55 5 H5 3LDK 69.17 

深谷市 

普済寺 1540-1 

花園黒田 
中層 

耐火 
2 50 5 H7 3LDK 

71.73 

~72.82 

深谷市 

黒田 301-1 

6住宅  20棟 390戸      

 

 

（５）収入超過者・高額所得者に対する取組状況 

収入超過者については、対象者に認定通知を送付している。また、明渡し努力義

務が課せられていることから、面談を行い、入居者の収入状況等の現状を反映した

指導を行っている。 

高額所得者については、対象者に認定通知を送付している。明渡し請求をするこ

とができることから、面談等を行い、住宅を明渡すよう促している。 
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４．長寿命化に関する基本方針 

 

１）ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

（１）ストック状況の把握 

市営住宅ストックの長寿命化を図るため、建物の経年劣化による物理的な性能の

低下や居住性の低下に対する予防保全的な維持管理計画が必要である。予防保全的

な維持管理計画の実施においては、ストック状況の適切な把握と結果に応じた適切

な対応が重要である。 

そこで、市営住宅ストックの状況把握のため、建築基準法に基づく法定点検と同

程度の定期的な点検を実施する。また、外観からの目視程度の点検を日常的に実施

し、不具合に対する早期対応も心掛ける。 

①定期点検の実施（建築：1 回／3 年）（建築設備：1 回／1 年） 

②日常的な目視点検（適宜） 

 

（２）修繕の実施 

これらの点検結果及び、これまで蓄積してきた修繕履歴データを有効活用しつつ、

予防保全的な観点で、効率的かつ効果的な修繕・改善事業を実施する。 

また、将来にわたり市営住宅ストックを良好に維持管理していくためには、適時

適切な時期に修繕・改善工事を実施していくことが必要であり、これらを着実に実

行していくために、長期修繕計画により、将来見込まれる修繕・改善工事の内容・

時期・必要となる費用などを予め想定しておく。 

①点検結果に対応した修繕・改善工事（予防保全的） 

②長期修繕計画による長期的な工事実施イメージの把握 

 

（３）データ管理 

市営住宅ストックの状況、修繕・改善工事についてはデータベース等に記録し、

効果的、効率的な修繕・改善工事の実施に役立てる。また、これらの記録は次回の

点検に役立て、効率的な運用が可能なサイクルを構築していく。 

①ストック状況、工事履歴のデータベース化 

②データベースの記録の有効活用 
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２）改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

（１）躯体、設備等の耐久性の向上 

定期点検や計画的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施することによ

り、建物の長寿命化を図り、かつ、良質なストックの確保に努める。 

なお、長寿命化型改善に用いる仕上げや材料の選定においては、イニシャルコス

トとランニングコストの比較や耐久性向上等への効果、修繕周期の延長などにも配

慮するものとする。 

 

（２）予防保全的な維持管理(計画修繕)の実施 

中層耐火構造の住棟の耐用年限は 70 年であるが、全国的に建設後 45 年程度で建

替えを行う例が多い。そのため、予防保全的な観点での改善事業の実施を通じた市

営住宅の長寿命化への取組を行い、ライフサイクルコストの縮減を図る。 

また、計画修繕工事は修繕周期を設定し、現地での建物状況を踏まえて、修繕が

必要な住棟で実施する。 

ただし、それぞれの修繕工事において長寿命化型改善が有効な住棟は、長寿命化

型改善にて実施する。また、他の修繕・改善工事との同時実施による事業の合理化

にも配慮する。 
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５．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

１）対象 

本計画に位置付ける対象住宅は、本市が管理する市営住宅のすべて(534 戸)を対

象とする。 

 

２）活用手法の選定 

（１）選定方針の設定 

 『公営住宅等長寿命化計画策定指針(改定)』より抜粋 
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『公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）』に示されている「事業手法の算定

フロー」を基に、事業手法の選定を行う。なお、判定フローの「３次判定」におい

て、上位計画である『深谷市公共施設等総合管理計画・深谷市公共施設適正配置計

画［平成 28 年 3 月］』の結果を取り込み、本市が維持管理する公共施設全体とのバ

ランスを図る。 

 

（２）将来のストック量の把握 

市営住宅の管理をしていくうえでは、将来的な需要を参考に、ストックの維持管

理計画を検討していくことが重要である。 

公営住宅等の見通しの検討にあたっては、まず、将来(30 年程度の中長期)の時点

における世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象(本来階層及び裁量階層)の世

帯数を推計し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な

年収である世帯を推計する。 

次にこれら世帯は全ての借家(公営住宅だけではなく民間賃貸住宅等も含めた借

家)に居住する世帯であることから、地域の実情に応じた対応を加味し、将来の市

営住宅ストック量を設定する。 
 

■将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

 

本計画では『公営住宅等長寿命化計画策定指針(改定)：平成 28 年 8 月：国土交通省住宅局住宅

総合整備課』に合わせて公開された、「ストック推計プログラム（将来の「著しい困窮年収未満の

世帯数」の推計）」を活用する。 
 

 

■将来の「著しい困窮年収未満の世帯の総数」 

 
2015 

年度央 

2020 

年度央 

2025 

年度央 

2030 

年度央 

2035 

年度央 

2040 

年度央 

著しい困窮年収未満の世帯 1,975 1,601 1,300 1,066 897 754 
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■市営住宅ストックの推移予測 
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■将来の市営住宅ストックの推計 
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３）住宅別・住棟別の事業手法の選定 

■市営住宅等ストックの事業手法の選定 
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■市営住宅等ストックの事業手法別戸数 

 1～5年目 6～10年目 合  計 

市営住宅管理戸数 534戸 534戸 534戸 

 ・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

 ・維持管理予定戸数 534戸 534戸 534戸 

  うち計画修繕対応戸数 300戸 448戸 448戸 

  うち改善事業予定戸数 228戸 448戸 448戸 

   個別改善事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

   全面的改善事業予定戸数 228戸 448戸 448戸 

  うちその他戸数 234戸 86戸 86戸 

 ・建替事業予定戸数 0戸 0戸 0戸 

 ・用途廃止予定戸数 86戸 86戸 86戸 

 

 

６．点検の実施方針 

 

本市の管理する市営住宅においては、建築基準法に定めのある法定点検の対象に該

当するものはない。しかし、市営住宅ストックを今後も良好な状態で維持するために

はストック状況の把握は重要である。そこで、建築基準法に基づく法定点検の対象外

の住棟においても、建築基準法 12条の規定に準じて法定点検と同程度の点検を実施す

る。 

また、日常的な目視による点検を実施し、市営住宅ストックの状況把握に努める。 

これらの点検結果はデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の

点検に役立てることとする。 
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７．計画修繕の実施方針 

 

公営住宅を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備

等の経年劣化に応じて適切な時期に修繕工事を実施していくことが重要である。 

これを確実に実行していくためには、将来見込まれる修繕工事の内容・修繕時期・

必要となる費用等についてあらかじめ想定し、長期的な計画を定めておくことが望ま

しい。 

 
 

【長期修繕計画】 

 

管理する建物が建替又は用途廃止の時期を迎えるまでの間における計画修繕の実施時期を定めた計画。 

長期修繕計画の場合は 30 年以上とすることが多く、将来的に必要となる計画修繕に係る費用の把握

や、効率的な計画修繕の実施に資する。 

ただし、長期の計画とすることにより、社会情勢の変化や劣化の進行具合により、先々の想定は正確性

を欠くことが多いので、注意が必要となるため、実際に工事を実施するための計画は、この長期修繕計画

を基に、3～5年程度の短期修繕計画や、5～10年程度の中期修繕計画としてまとめる。 

なお、大規模改修工事等を実施した際には、長期修繕計画にも反映し、見直しを行う。 
 

 

市営住宅長寿命化計画の事業手法は、長期修繕計画で示される計画修繕との整合を

図りつつ、連動して工事を実施していく。 

 

・耐用年限の到来が近い場合は、計画修繕工事の実施を慎重に検討する。 

・市営住宅長寿命化計画における改善事業の実施時期と、長期修繕計画における計

画修繕の実施時期が近い場合は、効率的な工事の実施のために、連携のとれた工

事を計画する。 
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８．改善事業の実施方針 

 

住宅別・住棟別活用計画において、「修繕対応」「改善予定」と判断した住棟につい

て、計画期間内に実施する修繕・改善事業に関する実施方針及びその内容を以下に示

す。 

 

 ①修繕対応  

市営住宅ストックを常に健全な状態に保つことは、住宅セーフティネットの維持

に不可欠なことである。 

そこで、重大な不具合を回避するために標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を

行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行うことで、居住性・安全性等の維持・向

上を図り、市営住宅ストックを長期的に活用する。 

【実施内容】 

・定期点検の充実 

・標準周期を踏まえた常修繕の実施 等 

 

 ②安全性確保型  

入居者が日々の生活を送るうえで、安心・安全な居住環境を継続的に提供してい

くことは重要である。 

そこで、入居者の安全性確保及びメンテナンスの低減を推進するため、防犯性の

向上や事故防止に配慮した改善を行い、ストックの機能改善を目指す。 

【実施内容】 

・共用灯のＬＥＤ化等による防犯性の向上 

・バルコニーの手摺のアルミ化 等 

 

 ③長寿命化型  

既存ストックの長期的な活用はＬＣＣの縮減にも役立ち、公共資産の有効活用に

も該当する。 

そこで、一定の居住性や安全性等が確保されており、長期的な活用を図るべき住

棟においては、耐久性の向上や、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観

点から予防保全的な改善を行い、ストックの性能改善を目指す。 
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【実施内容】 

・外壁の耐久性向上(バルコニーの防水性向上を含む) 

・屋上塔の耐久性向上(屋上防水改修) 

・給排水ガス管の耐久性向上(鉛管、鋼管等からライニング鋼管等へ更新) 等 

 

 ④福祉対応型  

入居者の高齢化に対応し、入居者が安心して生活できるようにするため、住戸内

(浴室、便所等)において手摺の設置や、便器を和式から洋式へ改善することを進め

る。 

【実施内容】 

・住戸内の手摺の設置(浴室・便所・玄関) 

・住戸内の便器の改善 等 

 

 ⑤居住性向上型  

入居者に現代的な居住環境を提供することは、市営住宅ストックを長期間使用し

ていく上では欠かすことができない項目である。 

そこで、入居者の居住性を確保するため、住宅設備の設置及び改善を行い、スト

ックの機能改善を目指す。 

【実施内容】 

・給湯設備の設置及び改善(付帯する給排水ガス管改修を含む) 

・電気設備の改善(電気容量のアップを含む) 等 
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９．建替事業の実施方針 

 

現状、本市において建替事業に該当する計画は無い。 

しかし、今後、比較的長い耐用年限を有する中層耐火の住宅についても建替の検討

を実施する時期が到来することから、地域の実情を踏まえつつ、検討していくことが

重要である。 

検討していくうえでは、市全体の公共施設の維持管理方針を念頭に、土地の有効利

用や住宅セーフティネットとしての役割を満足できる計画を目指すこととする。 

 
 

・耐用年限を経過する住宅について、地域の実情や入居者の状況、需要動向を踏まえた建物、設備、施設

等を計画する。 

・従前居住者の住戸確保と、応募状況や高齢化社会に配慮した型別供給を実施する。 

・ユニバーサルデザインを積極的に導入し、適正な居住水準と安全性の高い住宅設備水準を備えた住宅ス

トックとする。 

・駐車場は、地域の実情を考慮し、供給戸数分だけでなく余剰分についても確保できるように努める。 

・福祉施策等との連携を考慮し、計画段階から関係機関と必要な施設等の協議を行う。 

・低炭素社会の形成を目指し、省エネルギー型・環境共生型の住宅整備に努める。 
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１０．長寿命化のための事業実施予定一覧 

 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

 

※巻末：【様式１】計画修繕・改善事業実施予定一覧 を参照 

 

 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施一覧 

 

※巻末：【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施一覧 を参照 

 

 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧(集会所・遊具等) 

 

※巻末：【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧(集会所・遊具等) を参照 
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１１．ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

ライフサイクルコスト(LCC)の削減効果について算定した結果、対象となる長寿命

化型開栓の全住棟について、削減効果があることが確認できた。住棟ごとに、長寿命

型改善によって削減できる年あたり戸あたりコストは 64,347 円～109,570 円となって

いる。 
 

(参考)ライフサイクルコスト(LCC)の縮減効果の算出の基本的な考え方 

 

「公営住宅長寿命化策定指針(改定)(平成 28年 8月：国土交通省住宅局住宅総合整備課)」による。 

 

①1棟の LCC縮減効果＝LCC(計画前)－LCC(計画後)  〔単位：円／戸・年〕 

②LCC(計画前)＝(建設費＋修繕費＋除却費)／評価期間(改善非実施) 

③LCC(計画後)＝(建設費＋改善費＋修繕費＋除却費)／評価期間(改善実施) 

※1：評価期間(改善非実施)は 50年として計算 

※2：評価期間(改善実施)は 70年として計算 
 

■ライフサイクルコストの算出イメージ 
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■長寿命化型改善を行う住棟の LCC縮減効果 

住宅名 住棟番号 戸数 構造 建設年度 
LCC縮減効果 

〔円／戸・年〕 

上柴 46年度棟 32 中層耐火 S46 64,347 

 47年度棟 32 中層耐火 S47 78,737 

 48年度棟 32 中層耐火 S48 71,784 

緑ケ丘 59-1棟 16 中層耐火 S59 109,353 

 59-2棟 16 中層耐火 S59 109,353 

 59-3棟 16 中層耐火 S59 109,353 

 60-1棟 16 中層耐火 S60 109,100 

 60-2棟 8 中層耐火 S60 109,100 

 60-3棟 8 中層耐火 S60 109,100 

 60-4棟 16 中層耐火 S60 109,100 

宿根 63-1棟 18 中層耐火 S63 92,839 

 63-2棟 18 中層耐火 S63 92,825 

 5-1棟 18 中層耐火 H5 95,582 

 5-2棟 18 中層耐火 H5 95,582 

 5-3棟 18 中層耐火 H6 103,684 

 5-4棟 18 中層耐火 H6 103,684 

戸森 A棟 48 中層耐火 H10 109,570 

 B棟 24 中層耐火 H10 108,870 
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